　　　　　　　　　　　　　　　　第５章　産業連関表作成の概要
１．基  本  方  針
　平成12年北九州市産業連関表の作成方針は、国及び他の地方公共団体との整合性を考慮し、国における「平成12年産業連関表作成基本要綱」の概念・定義・範囲に準拠して、次の方針に基づき作成した。
　(1) 対象年次
　平成12年（歴年）
　(2) 表の形式
　地域内競争移輸入型
　(3) 価格評価
　生産者実際価格評価
　(4) 部門分類
　全国表の基本分類に準じ、行517×列405部門とした。また、統合表として行104×列104部門、行32×列32部門、及び行13×列13部門を作成し、公表した。
　(5) 逆行列係数の型
　　（Ｉ－Ａ）－１型及び〔Ｉ－（Ｉ－EQ \* jc0 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps7 \o(\s\up 6(Λ),Ｍ)）Ａ〕－１型の２種類
２．作成作業の経過
(1) 平成13年４月から基本的事項についての検討を重ね、既存統計の加工及び資料収集、生産額推計、粗付加価値部門推計、最終需要部門推計を比較考慮しながら逐次作成した。また、特別調査も実施した。
  (2) 試算投入・産出額表に特別調査で得た資料などを駆使しながら20万という膨大な計数調整作業を行った。
  (3) 基本分類表・統合分類表の作成、分析作業、報告書の作成を行い、平成17年７月に公表した。
３．部門別生産額推計の際の概念等について
　(1) 農　　業
①　耕種農業
　米、麦、野菜等の食用作物及び、非食用作物からなり、農作物はすべて収穫時点で把握し、育成中のものや、成長増も含める。なお、自家栽培の原料を用いた製造・加工活動は製造業へ、しいたけ栽培活動は林業に含まれる。
②　畜産
　酪農、畜産等からなり、副産物であるきゅう肥等も含んでいる。推計に当たっては育成中のものや成長増も含める。
　  ③　農業サービス
        獣医業、カントリーエレベーター、ライスセンター等の活動を範囲とする。
　(2) 林　　業
  山林用苗木の育成、造林、立木の成長、素材、薪炭、きのこ類などの特用林産物からなる。なお、造林用苗木は中間生産物であるが、この部門に含めている。また、素材は立ち木を伐採し、枝払い、玉切り等を施し、丸太を製造する生産活動をいう。
　(3) 漁　　業
　海面漁業（沿岸･沖合･遠洋漁業、海面養殖業）、内水面漁業、内水面養殖業からなる。
　漁家が自家取得物の原材料を用いて製造・加工を行うものは漁業とせず製造業とする。
　(4) 鉱　　業
　金属鉱物、非金属鉱物、石炭、石油・天然ガスからなり、日本標準産業分類の大分類〔鉱業〕、及び細分類〔砕石製造業〕を範囲とする。
　(5) 製 造 業
　日本標準産業分類の大分類〔製造業〕を主体とするが、〔卸・小売業〕における製造小売のうち製造部門の活動や、〔サービス業〕に格付されている修理業の大部分が含まれる。
　推計に当たっては、産業連関表作成の基本であるアクティビティ・ベースにするため、工業統計調査結果を組替えて把握した。
　(6) 建 設 業
  建築、建設補修、公共事業、その他の土木建設からなる。
①　建　　築
　建築物の新築、増築、改築工事を範囲とする。
②　建設補修
　建築物および土木構築物に関する経常的補修工事で、自家補修も含む。ただし、Ⅰ）本来の耐用年数を著しく増加させるような大改修、Ⅱ）公共事業に関する維持・補修工事、災害復旧工事、Ⅲ）鉄道軌道の線路、電力・信号設備、電力の送配電設備、電気通信の線路設備の取替補修工事によるものはここに含めず、それぞれの部門に含める。
③　公共事業
新設工事のほか、維持・補修工事を含む。
④　その他の土木建設
　公共事業以外の土木建設工事で、各設備の取替補修も含まれる。
　(7) 電力・ガス・水道業
①　電　　力
　事業用発電及び自家発電からなり、自家発電は鉱工業部門などで発電設備を有し、電力を販売することを目的としない発電活動とする。
②　ガス・熱供給
　日本標準産業分類の中分類[ガス業][熱供給業]の活動を範囲とする。
③　水　　道
　上下水道、簡易水道、工業用水からなる。
　　④  廃棄物処理
　　　　し尿、ごみ、産業廃棄物の収集・処理を行う活動である。
　(8) 商　　業
　商業部門の生産額の概念は、商品の流通に伴って付加された商業マージン額（売上高－仕入額）を原則とする。この活動範囲には卸売業、小売業のほかに農業協同組合、漁業協同組合、食糧管理特別会計なども含む。ただし、飲食店や、製造小売のうちの製造活動部分は本部門に含めず、それぞれの製造業部門に含める。
　(9) 金融・保険
①　金　　融
　金融市場において、金融資産及び負債の取引を行う活動とし、具体的には、Ⅰ) 預貯金の管理、受付、融資業務、Ⅱ)各種証券（銀行券を含む）の発行引受業務、Ⅲ) 為替、証券、商品取引業務、信託業務、投資業務、Ⅳ) 信用保証業務など、その他金融の補助的、付帯的業務を行う活動である。
  本部門の範囲は原則として日本標準産業分類の中分類[銀行・信託業]から[証券業、商品先物取引業]までに該当する。生産額は手数料収入と帰属サービス（受取利子－支払利子＝帰属利子）からなる。
②　保　　険
 　　   日本標準産業分類の中分類[保険業]の活動を範囲とする。
 （10）不動産業
　　①　不動産仲介・管理業
　不動産の売買、賃借又は交換の代理もしくは仲介を行い、手数料を受ける活動及び不動産の管理を行う活動とする。
　　②　不動産賃貸業
　　　　各産業が投入した不動産賃貸料によって把握される不動産賃貸業部分とし、日本標準産業分類の小分類[不動産賃貸業（貸家業、貸間業を除く）]のうち細分類[土地賃貸業]を除く活動の範囲とする。
　　③　住宅賃貸料
　　　　日本標準産業分類の小分類「貸家業、貸間業」の活動を範囲とする。
　　④　住宅賃貸料（帰属家賃）
　　　　持家の使用によって生じるサービスを範囲とし、その生産額は、住宅所有の如何を問わず、家計の使用するすべての住宅及び店舗併用住宅の住居部分の粗賃貸料に相当するものとする。
　

(11) 運　　輸
①　鉄道輸送　              
日本標準産業分類の中分類[鉄道業]のうち鉄道旅客輸送及び鉄道貨物輸送活動を範囲とする。なお、鉄道輸送以外の事業及び車両修理等兼業部門は、アクティビティに従って、それぞれの部門に格付けされる。
②　道路輸送
    バス、ハイヤー、タクシー、道路貨物輸送の活動を範囲とする。
③　自家輸送
    自己の需要に応じて、自家用自動車を使用して人・貨物の輸送を行う活動を範囲とする。なお、家計が行うマイカー輸送は、生産活動とはみなさないので、本部門には計上しない。
④　水　　運
    外洋輸送、沿海・内水面輸送、港湾運送の活動を範囲とする。
⑤　航空輸送
　　日本標準産業分類の中分類[航空運輸業]の活動を範囲とする。
⑥　貨物運送取扱　
　　日本標準産業分類の小分類[集配利用運送業]及び[貨物運送取扱業]の活動を範囲とする。
⑦　倉　　庫
  　日本標準産業分類の中分類[倉庫業]及び共同組合倉庫の活動を範囲とする。
⑧　運輸付帯サービス
　　こん包、その他の運輸付帯サービスからなり、具体的には、有料道路、港湾・漁港の管理、飛行場業、旅行業等の活動を範囲とする。
 （12）通信・放送
①　通　　信
　　郵便、電気通信、その他の通信サービスの活動を範囲とする。
②　放　　送
　　公共放送、民間放送、有線放送の活動を範囲とする。
　(13) 公務
中央政府及び地方政府に分かれ、政府サービス生産者として分類されるものから「準公務」に格付される部門を除いたもので、概ね日本標準産業分類の中分類[国家公務][地方公務]の範囲である。
　(14) サービス業
この部門の範囲は、日本標準産業分類の大分類〔サービス業〕に飲食店の活動を加えたものとほぼ一致する。
４．最終需要部門推計の際の概念等について
　財・サービスは、究極的には最終需要部門に供給される。つまり、この最終需要部門は、生産部門からの財・サービスを最終的に需要する部門で、総括して外生部門と呼んでいる。産業連関分析では、その分析手法の一つとして最終需要の大きさにより生産活動の規模を決定することができ、極めて重要な部門である。この部門は、家計外消費支出、民間消費支出、一般政府消費支出、市内総固定資本形成、在庫純増、移輸出、移輸入からなる。
　(1) 家計外消費支出
　家計外消費支出は、いわゆる「企業消費」に該当し、交際費や接待費など企業その他の機関が支払う経費で家計消費支出に類似する支出であり、その範囲は、福利厚生費（他の粗付加価値部門に計上されているものを除く。）、交際費及び接待費並びに出張費から実際に支払った運賃を除いた分（主として宿泊費と日当）である。
　この家計外消費支出は、最終需要部門と粗付加価値部門とに計上され、最終需要部門の家計外消費支出と粗付加価値部門の「宿泊・日当」「交際費」「福利厚生費」の合計とは一致する。すなわち、最終需要部門では各産業での消費額が財・サービス別に計上されているのに対し、粗付加価値部門では、その支出額が産業別に計上される。
①　宿泊・日当
　役員又は従業員が事業の管理、販売等のための出張、赴任等のための旅行に要した費用のうち、日当、宿泊部分並びに赴任等のための支度金、赴任手当、看護手当等である。
②　交際費
　得意先、仕入先、その他事業に関係あるもの等に対する接待、供応、慰安、贈答、その他これらに類する行為のために支出するもので、従業員慰安の費用は含まれない。
③　福利厚生費
　雇用者所得として処理されているもの以外の福利厚生費で、福利施設負担額、保健衛生医療費、娯楽、スポーツ費などからなっている。
　(2) 民間消費支出
①　家計消費支出
　家計の財及びサービスに対する消費支出額から、同種の販売額（中古品と屑）を控除し、市外から受取った現物贈与の純額を加算し、さらに市内居住者が市外で消費したものを加算したものである。ここでいう経常支出には、土地、建物、構築物以外のものに対するすべての支出を指し、在庫として残ったものを含めた財の購入額のすべてを計上する。
②　対家計民間非営利団体消費支出
　対家計民間非営利サービス生産者が提供するサービスの生産額（生産活動に要する経常的コストに等しい）から他の部門に対するサービスの販売額を差し引いたもの、つまり、対家計民間非営利団体の自己消費額に等しい。したがって、対家計民間非営利サービス生産者の生産額のうち、他の部門に対する産出を除いたものである。
　(3) 一般政府消費支出
中央政府消費支出と地方政府消費支出、及び集合的政府消費支出と個別的政府消費支出からなり、経済的に意味のない価格で提供する財もしくはサービスに関する支出のうち政府サービス生産者（中央・地方）自身が負担した費用である。
平成12年表においては、消費概念の変更により中央、地方それぞれの消費支出を、提供する財、もしくはサービスの内容により集合的消費支出（外交・防衛など社会全体に対するサービス）、個別的消費支出（教育・保健衛生などの個人に対するサービス）に分割している。また、これらの各部門が提供するサービスにかかる固定資本減耗分を計上する「一般政府消費支出（社会資本等減耗分）」を新設している。　
　(4) 市内総固定資本形成
政府サービス生産者及び公的企業からなる「公的」と家計、民間企業及び対家計民間非営利サービス生産者からなる「民間」とに分かれ、土地、建設物、機械、装置などの有形固定資産の市内における購入及び固定資産の振替からなり（家計は土地及び建物のみ）、この資産の取得に要した資本の本体費用、据付工事費、中古資産の取引マージン等直接費用を含める。土地は、非生産資産であるため、購入費全額ではなく、造成、改良費のみを計上する。
固定資産として規定する資本財の範囲は、原則として、耐用年数が１年以上で購入者価格の単価が10万円以上のものとする。ただし、１品目では10万円に達しない場合でも、開業当初や業務拡張のために資産として一括購入した場合は固定資本形成として計上し、その後補充的に購入した場合は経常取引とし、固定資本形成とはしない。
　(5) 在庫純贈
この部門の範囲は、生産者製品在庫純増、半製品・仕掛品在庫純増、流通在庫純増、原材料在庫純増、所在不明在庫純増からなっており、これらの物量的増減を年間平均の市中価格（生産者価格ベース）で評価したものである。
　(6) 輸出入
対外的な経済取引を「居住者と非居住者間における財とサービスの取引」と規定し、これを普通貿易（輸出・輸入別）、直接購入（輸出・輸入別）、特殊貿易（輸出・輸入別）、関税及び輸入品商品税の各部門に表示した。
財の取引は、「普通貿易」の輸出入として、サービスの取引及び普通貿易で扱われない財（業務渡航者の購入する財及びサービス、国際電信電話等料金等）は「特殊貿易」の輸出入として、また居住者家計または非居住者家計がそれぞれ海外で消費する財・サービス（外交団団員等の個人消費、観光・訪問等旅行者消費等）は、「直接購入」の輸出入として扱った。
さらに、普通貿易の輸入財に関わる関税及び輸入品に関わる内国消費税としての物品税については、前者を「関税」、後者を「輸入品商品税」として扱った。
　(7) 移出入
  この部門は地域表独自のもので、市内と市外（但し国内）との財・サービスの取引である。
５．粗付加価値部門推計の際の概念等について
　この部門は (1) 家計外消費支出 (2) 雇用者所得 (3) 営業余剰 (4) 資本減耗引当 (5) 間接税（除関税・輸入品商品税） (6) 経常補助金（控除）からなる。すなわち、生産額から中間投入額を控除したものとなる。
　(1) 家計外消費支出
　すでに最終需要部門の項で述べたので省略する。
　(2) 雇用者所得
　雇用者所得とは、市内の民間及び政府等において雇用されているものに対して労働の報酬として支払われる現金、現物のいっさいの所得である。ここでいう所得は雇主の支払いベースであり、雇用者の受取りベースではない。また、市内概念として把握されるため、居住者、非居住者を問わず市内で発生した雇用者の所得を雇用者所得としている。雇用者所得は従業員のうち有給役員、常用労働者、臨時・日雇雇用者に対応する所得を意味し、自営業者の所得は営業余剰に含まれる。
　(3) 営業余剰
　粗付加価値から、家計外消費支出、雇用者所得、資本減耗引当及び純間接税（間接税－補助金）を控除したものを範囲とする。営業余剰の内容は、各産業部門の営業利潤、支払利子等からなる。この場合、営業外収入である受取利子や受取配当などは含めない。これは各部門をいわゆる生産活動単位で規定し、所得をそれが発生した源泉産業に帰属させるためである。
　なお、個人業主や家族従業者等の評価所得は、この部門に含める。また、政府サービス生産者及び対家計民間非営利サービス生産者の生産額は生産コストに等しいと定義されているため、営業余剰は発生しない。営業余剰は産業のみに発生する。
　(4) 資本減耗引当
　固定資本の価値は、生産過程において消耗されていくが、この価値の減耗分を補填するために引き当てられた費用で、減価償却費と資本偶発損からなる。減価償却費は固定資本の通常の摩耗と損傷に対するもので、資本偶発損は、火災、風水害、事故などによる不慮の損失に対するものである。
　(5) 資本減耗引当（社会資本等減耗分）
一般政府の保有する道路、ダム及び防波堤のような建物、構築物等の資産（社会資本）について、その固定資本の価値の減耗分を補填するために引き当てられた費用である。本部門の対象となる固定資本の範囲は、「政府建物等」に加え、「道路、港湾、航空、下水道、廃棄物処理、都市公園、自然公園、治水、農業（灌漑施設）、林業（林道）、漁業、学校施設、社会教育施設等」を対象としている。
　(6) 間接税（除関税・輸入品商品税）
　財・サービスの生産、販売、購入又は使用に関して生産者に課せられる租税及び税外負担で、税法上損金算入が認められて所得とはならず、しかもその負担が最終購入者へ転嫁されることが予定されているものである。また、財政収入を目的とするもので、政府の事業所得に分類されない税外収入も含まれる。ただし、「関税」と「輸入品商品税」は粗付加価値部門の間接税には含めず、最終需要の控除部門として計上する。
この範囲に該当するものは、国税では、消費税、酒税、たばこ税、揮発油税、自動車重量税等が、地方税では事業税、地方たばこ税、特別地方消費税、固定資産税等が、税外負担では一部の納付金、収益事業収入等が相当する。
　(7) 経常補助金（控除）
　産業振興を図る、あるいは製品の市場価格を低める等の政府の政策目的によって、政府サービス生産者から産業に対して一方的に給付され、受給者の側において収入として処理される経常的交付金である。公的企業の営業損失を補うためになされる政府からの繰入れも経常補助金に含まれる。
　なお、定義により政府サービス生産者及び対家計民間非営利サービス生産者が経常補助金を受取ることはない。なお、法令上又は予算上、常に補助金と呼ばれるとは限らず、補給金、負担金、奨励金、交付金、助成金、給付金等の名称のものもある。
 ６．平成12年表の主な特徴
　(1)「介護」部門の新設
　　　平成12年４月からの介護保険制度導入に伴い、介護保険制度におけるサービスの活動を範囲とする「介護（居宅）」及び「介護（施設）」部門を新設した。
　　　なお、産業連関表の概念により平成12年１年間の活動として計上する必要があるため、制度開始前である平成12年１～３月分は推計値を使用している。また、居宅サービスの一部である福祉用具購入費と住宅改修費については当該部門に計上せず、福祉用具についてはそれぞれの各種財、住宅改修については建設補修を経由して住宅賃貸料（帰属家賃）で計上している。

　(2)「再生資源回収・加工処理」部門の新設
　　　近年の環境問題を考慮して、「再生資源回収・加工処理」部門を新設した。当該部門には、古紙、鉄屑及び非鉄金属屑などの従来から屑・副産物扱いしていた財に、新たに近年増加傾向にあるＰＥＴボトルやプラスチックトレイなどのプラスチック屑を加え、さらに回収・加工等に要する経費を上乗せして計上している。
　(3) 部門分類の変更
平成12年表における基本分類ベースでの主な変更の状況は次のとおりである。
ア　国内生産額が減少している「養蚕」を「その他の畜産」に統合。
イ　国内生産額が微小であることから、「添加用アルコール」を「その他の酒類」に統合。
ウ　国内生産額が減少している「製糸」を「紡績糸」に統合。
エ　国内生産額が減少している「アンモニア」を「化学肥料」に統合。
オ　「民生用電気機器」から国内生産額が増加しており、投入構造が異なる「民生用エアコンディショナ」を分割・特掲。
カ　「無線電気通信機器」から国内生産額が増加している「携帯電話機」を分割・特掲。
キ　社会経済活動の中で、不要となった廃棄物等（ただし、残存価値を残している有価財に限る。）を再利用するための改修及び加工処理を活動範囲とする「再生資源回収・加工処理」を新設。
ク　電気通信事業におけるサービス内容の多様化・高度化に伴い、「国内電気通信（除移動通信）」と「国際電気通信」を統合し、「固定電気通信」と「その他の電気通信」に分割。
ケ　生産活動主体分類各付けの見直しから産業と各付けすることが妥当であり、また、国内生産額も小さいことから、「保健衛生（非営利）」を「保健衛生（産業）」に統合。
コ　介護保険制度の導入に伴い、「介護（居宅）」及び「介護（施設）」の２部門を新設。
サ　住宅賃貸料のうち持家等の帰属家賃について、「住宅賃貸料」から分割・特掲。
 ７．93ＳＮＡへの対応
　 (1) ソフトウェア・プロダクトの固定資本形成への計上
従来、家計で使用するものを除き、全額中間消費扱いしていたソフトウェア・プロダクトについて、固定資本形成に該当するもの（耐用年数が１年以上で購入者価格の単価が10万円以上）は固定資本形成に産出した。
　（2）社会資本に係る資本減耗引当の計上
　　　 従来、資本減耗計算を行っていなかった道路・ダム等の社会資本に関しても資本減耗の計算を行い、その費用を一般政府消費支出に産出した。
　（3）消費概念の２元化
　平成７年表から、従来家計消費支出に産出していた移転支出（政府あるいは医療保険負担分の医療費及び教科書用図書の現物給付）を政府個別的消費支出に産出しているが、平成12年表において新設された介護部門等の移転支出についても同様の扱いとした。
